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パ イ ロ ッ トス ク リュ 2 0 に嵌 着 して 当該 パ イ ロ ッ トス ク リュ 2 0 を 同期 的 に 回転 させ る タ ンパ 一
キ ャ ップ 3 0 と、パイ ロッ トスク リュ 2 0 とタンパ一キ ャ ップ 3 0 とを係合 させ る係合部 2 6 2 6 -

3 3 と、 タンパ一キ ャ ップ 3 0 が嵌着 され る複 数の弾性 変形部 2 5 , 2 5 - 2 と、弾性変形部 2 5 -
2 5 _ 2の 中心部 に形成 され た溝 2 4 に圧 入 され 弾性変形部 2 5 - , 2 5 _ 2の弾性 変形 を不能 とす る

ことに よつて係合状態 を保持す る保持部材 4 0 とを備 え、 タンパ一キ ヤ ップ 3 0 を金属製 とす る ことに
よって樹脂 製 よ リも非破壊性 を強 くす る とともに、接着剤 ではな く機械 的構造 に よってパ イ ロッ トス ク
リュ 2 0 とタンパ一キ ャ ップ 3 0 とを強固に固定 させ る ことがで きるよ うにす る。



明 細 書

発明の名称 ：気化器のパイロッ トスク リュ調整角度規制装置

技術分野

[0001 ] 本発明は、気化器のパイロッ トスク リュ調整角度規制装置に関 し、特 に、

気化器のパイロッ 卜アウ トレツ 卜孔の開口面積 を螺動調整するパイロッ トス

ク リュの調整角度 をタンパ一キャップによって一定範囲内に規制する装置に

用いて好適なものである。

背景技術

[0002] 従来、 ガソ リンなどを燃料 とする燃焼機関において、燃料を霧状 に して空

気に混合するための装置 と して、キヤプレタ （気化器）が用い られている。

通常、キヤプレタには、パイロッ トアウ トレッ ト孔が開けられてお り、その

開口面積 をパイロッ トスク リュで螺動調整することにより、空気に混合する

燃料の量を調節することが可能 となっている。すなわち、パイロッ トスク リ

ュを締め込んでパイロッ 卜アウ トレツ 卜孔の開口面積 を小さ くすれば、混合

気中の燃料を薄 くすることができる。一方、パイロッ トスク リュを開けてパ

ィロッ トアウ トレツ 卜孔の開口面積 を大 きくすれば、混合気中の燃料を濃 く

することができる。

[0003] ただ し、パイロッ 卜アウ トレツ 卜孔の開口面積 を無制限に調整可能にする

と、 ガソ リンを燃焼 させた後の排 ガスが所定の規制値 を超えて しまう場合が

ある。そのため、排 ガスの規制内でのみパイロッ 卜アウ トレツ 卜孔の開口面

積 を調整可能 とするために、パイロッ トスク リュの調整角度 （回転可能範囲

) に規制 を設けることが必要 となる。

[0004] 従来、 このパイロッ トスク リュの調整角度 を規制するための手段 と して、

パイロッ トスク リュに対 してタンパ一キヤップを設けることが行われている

(例えば、特許文献 1 を参照）。すなわち、 タンパ一キャップを回転 させた

ときに、 タンパ一キヤップの突出部がキヤプレタ本体のス 卜ッパ部材で係止

されることにより、 タンパ一キャップと同期的に回転するパイロッ トスク リ



ュの調整角度が所定範囲内に規制される。

[0005] タンパ一キャップを用いる場合、排ガス規制を確実に守るために、タンパ

—キヤップが 《イロットスクリュに固定されて容易に脱落 しないようにする

ことが必要となる。ところが、上記特許文献 1 を含む多くの従来技術では、

樹脂製のタンパ一キャップが使われている。樹脂製の場合、過大な力を加え

るとタンパ一キャップが破壊され易く、パイロットスクリュが無制限に回転

可能な状態となってしまう可能性があつた。

[0006] —方、金属製のタンパ一キャップも提供されている。金属製のタンパ一キ

ヤップを用いる場合には、一般的にパイロットスクリュへの固定手段として

接着剤が用いられる。タンパ一キャップを金属製とした場合、樹脂製のタン

パ一キャップと比べて、過大な力によつて破壊されてしまう恐れが少なくな

るというメリッ卜がある。

[0007] しかしながら、金属製のタンパ一キヤップ自体の非破壊性が樹脂製に比べ

て向上するとは言っても、接着剤の接着強度以上の過大な力が加えられると

、タンパ一キャップがパイロットスクリュから離脱 し、パイロットスクリュ

が無制限に回転可能な状態となってしまうという問題があった。また、接着

不良や経年劣化により、タンパ一キャップがパイロットスクリュから離月兑し

てしまうこともあるという問題があつた。

[0008] なお、タンパ一キャップを用いる構造ではなく、パイロットスクリュに対

して盲栓を施す構造を採用した従来技術も存在する。 しかしながら、盲栓式

の構造では、パイロットスクリュの角度調整が全くできなくなってしまうと

いう短所も持ち合わせていた。

[0009] 特許文献 1 ：実用新案登録第 2 5 8 5 2 8 8 号公報

発明の開示
[001 0] 本発明は、上述のような問題を解決するために成されたものであり、パイ

ロットスクリュの回転角度を一定の規制範囲内で調整可能としつつも、タン

パ一キャップがパイロットスクリュに確実に固定されて脱落 しないようにす

ることを目的とする。



[001 1] 上記 した課題 を解決するために、本発明によるパイロッ トスク リュ調整角

度規制装置は、パイロッ トスク リュに係合 して当該パイロッ トスク リュを同

期的に回転 させる金属製のタンパ一キヤップと、 タンパ一キヤップの突出部

を係止させて当該 タンパ一キヤップの回転角度 を一定範囲内に規制するス 卜

ツバ部材 とを備 えている。パイロッ トスク リュの長手軸心方向の末端部 には

、 中心部 に溝が形成 されるように立設 され長手軸心方向 と垂直な方向に弾性

変形可能な複数の弾性変形部 を設 けている。 また、弾性変形部 およびタンパ

—キヤップには、パイ口ッ トスク リュにタンパ一キヤップを組み付 けた とき

に互いに係合する係合部 を設 けている。 さ らに、複数の弾性変形部 を弾性変

形 させなが らパイロッ トスク リュにタンパ一キヤップを組み付 けて両者 を係

合 させた後で、溝 に挿入することによって弾性変形部の弾性変形 を不能 と し

、 それによつてパイロッ トスク リュとタンパ一キャップとの係合状態 を保持

するための保持部材 を備 えている。

[001 2] 上記のように構成 した本発明によれば、金属製のタンパ一キャップを用い

ているので、樹脂製のタンパ一キャップと比べて、過大な力によって破壊 さ

れて しまう恐れが少な くなる。 また、本発明によれば、パイロッ トスク リュ

とタンパ一キャップとが接着剤 によって固定されるのではな く、弾性変形部

およびタンパ一キャップに設 け られた係合部 によって固定され、弾性変形部

の中心部 に形成 された溝 に保持部材が揷入されることによつて係合状態が強

固に保持 される。 そのため、過大な力によ りタンパ一キャップがパイロッ ト

スク リュか ら離脱することを防止することがで きる。以上 によ り、本発明に

よれば、パイロッ トスク リュの回転角度 を一定の規制範囲内で調整可能 と し

つつも、 タンパ一キャップがパイロッ トスク リュに確実 に固定されて脱落 し

ないようにすることがで きる。

図面の簡単な説明

[001 3] [ 図 1] 気化器 に装着 されたパイロッ トスク リュにタンパ一キヤップを嵌着 させ

た状態 を示す縦断面図である。

[ 図2 ] 図 1 の一部拡大図であ り、本実施形態 によるパイロッ トスク リュ調整角



度規制装置の構成例 を示す縦断面図である。

[ 図 3 ] 本実施形態 によるパ イ ロッ トスク リュ調整角度規制装置の構成例 を示す

上部平面図である。

[ 図4 ] 本実施形態 によるパ イ ロッ トスク リュの構成例 を示す図である。

発明を実施するための最良の形態

[0014] 以下、本発明の一実施形態 を図面 に基づいて説明する。 図 1 は、気化器 （

キヤプ レタ） に装着 されたパ イ ロッ トスク リュにタンパ一キャップを嵌着 さ

せた状態 を示す縦断面図である。 図 2 は、 図 1 の一部拡大図であ り、本実施

形態 によるパ イ ロッ トスク リュ調整角度規制装置の構成例 を示す縦断面図で

ある。 図 3 は、本実施形態 によるパ イ ロッ トスク リュ調整角度規制装置の構

成例 を示す上部平面図である。 図 4 は、本実施形態のパ イ ロッ トスク リュの

構成例 を示す図である。

[001 5] 図 1 に示すように、 キヤプ レタ 1 0 は、 ガソ リン等の流体が流れ る流体通

路 1 1 を有 し、 当該流体通路 1 1 の端部 にはパ イ ロッ トアウ トレッ ト孔 1 2

が形成 されている。 当該 キヤプ レタ 1 0 に対 してパ イ ロッ トスク リュ 2 0 が

螺着 され、パ イ ロッ トスク リュ 2 0 の末端部 にタンパ一キャップ 3 0 が嵌着

されている。 さ らに、パ イ ロッ トスク リュ 2 0 の末端部 に形成 された溝 （詳

しくは後述する）の中に球形状 の保持部材 4 0 が圧入 されている。パ イ ロッ

トスク リュ 2 0 は、例 えば真鍮 な どの金属で構成 され る。 また、 タンパ一キ

ヤップ 3 0 は、例 えば亜鉛 な どの金属で構成 され る。

[001 6] 図 4 に示すように、パ イ ロッ トスク リュ 2 0 の先端 は、テ一パ形状 の針弁

部 2 1 とな っている。 また、パ イ ロッ トスク リュ 2 0 の長手軸心方向の中ほ

どにはネジ溝 2 2 が形成 されている。 また、 図 1 および図 2 に示すように、

パ イ ロッ トスク リュ 2 0 の外周部 にはコイル スプ リング 1 3 が巻回されてい

る。 そ して、針弁部 2 はキヤプ レタ 1 0 のパ イ ロッ 卜アウ トレッ ト孔 1 2

に揷入 され、 当該パ イ ロッ 卜アウ トレツ 卜孔 1 2 の開 口面積 を螺動調整 する

ことがで きるようになされている。

[001 7] パ イ ロッ トスク リュ 2 0 の長手軸心方向の末端部 には、 中心部 に溝 2 4 が



形成 され るように立設 され長手軸心方向 と垂直な方向 （矢印 A で示す） に弾

性変形可能な 2 つの弾性変形部 2 5 ， 2 5 _ 2 を設 けている。弾性変形部 2

5 _ 1 2 5 _ 2の横断面形状 は、 図 3 に示すように、一定幅 を有 する環形状 か

ら一部 を切 り取 つたような形状 を有 している。 これ ら 2 つの弾性変形部 2 5 _

！, 2 5 _ 2 は、一定の距離 を空 けて互 いに対向する位置 に設 け られている。 こ

れ によ り、 2 つの弾性変形部 2 5 —，， 2 5 _ 2の間に形成 され る溝 2 4 は、 そ

の横断面形状 が略マイナス文字 （― ）の形状 とな っている。

[001 8] この弾性変形部 2 5 レ 2 5 —2 には、パ イ ロッ トスク リュ 2 0 とタンパ一

キャップ 3 0 とを係合 させ るための係合部 2 6 ， 2 6 _ 2 を設 けている。 こ

の係合部 2 6 レ 2 6 —2 は、 タンパ一キャップ 3 0 がパ イ ロッ トスク リュ 2

0 (具体的には、 その末端部 にある弾性変形部 2 5 ， 2 5 _ 2の部分。以下

同様） に組み付 け られた ときに、 タンパ一キャップ 3 0 の内側 に形成 された

係合部 3 3 (図 2 および図 3 を参照） と互 いに係合する。

[001 9] すなわち、パ イ ロッ トスク リュ 2 0 の係合部 2 6 —，， 2 6 _ 2の縦断面形状

は、 アローヘ ッ ドが Λ 形 の半分だけとな った矢印形状 を してお り、 当該 ァロ

—へ ッ ドに相 当する部分がパ イ ロッ トスク リュ 2 0 の外周側 に向けて突出 し

ている。一方、 タンパ一キャップ 3 0 の係合部 3 3 は、 内径 の違 いを利用 し

た段差構造 によ り形成 されている。 すなわち、パ イ ロッ トスク リュ 2 0 にタ

ンパ一キャップ 3 0 が嵌着 された ときに、係合部 2 6 —，， 2 6 _ 2の上記矢印

形状 のシャフ 卜に相 当する部分が位置する箇所の内径 r 1 と、 アローヘ ッ ド

が位置する箇所の内径 r 2 とに違 いを設 け、 内径 r 2 よ りも内径 r を小 さ

くすることによって、 その段差部分 に係合部 3 3 を形成 している。

[0020] ここで、 タンパ一キャップ 3 0 の小 さい方の内径 r 1 は、弾性変形部 2 5 —

！, 2 5 _ 2が弾性変形 していない状態、 すなわち、パ イ ロッ トスク リュ 2 0 の

長手軸心方向に直立 している状態 におけるシャフ 卜間の幅 （一方の弾性変形

部 2 5 _ ，のシャフ 卜部 の外面か ら、他方の弾性変形部 2 5 _ 2のシャフ ト部 の

外面 までの幅） と同 じか、 それ よ りも若干大 き く設定する。

[0021 ] また、 タンパ一キャップ 3 0 の大 きい方の内径 r 2 は、弾性変形部 2 5



， 5 _ 2が弾性変形 していない状態におけるアローへッド間の幅 （一方の弾

性変形部 2 5 のアローへッド部の外面から、他方の弾性変形部 2 5 _ 2のァ

口一ヘッド部の外面までの幅）よりも若干大きく設定する。若干大きく設定

するのは、弾性変形部 2 5 _，， 2 5 _ 2が外周側に広がる余地を残 しておくた

めである。

[0022] このように構成することにより、パイロットスクリュ2 0 にタンパ一キヤ

ップ3 0 を嵌める際には、パイロットスクリュ2 0 の係合部 2 6 レ 6 _ 2

とタンパ一キヤップ3 0 の係合部 3 3 とが係合する前の段階では、弾性変形

部 2 5 —，， 2 5 _ 2のアローへッド部がタンパ一キャップ3 0 の 2 つの内径 r

1， r 2 の差分だけ内側に弾性変形する。その後、係合部 2 6 ， 2 6 _ 2 と

係合部 3 3 とが係合 した段階では、弾性変形部 2 5 ， 2 5 _ 2が弾性変形 し

ていない状態 （パイロットスクリュ2 0 の長手軸心方向に直立 している状態

) に戻る。

[0023] 弾性変形部 2 5 _ 1 5 _ 2の根元部には、図4 に示すようにネジ溝 2 7 が

形成されている。このネジ溝 2 7 は、パイロットスクリュ2 0 にタンパ一キ

ヤップ3 0 が嵌着されたときに、タンパ一キャップ3 0 がパイロットスクリ

ュ2 0 から脱落 しにくくなるように抵抗力を与えるためのものである。より

大きな抵抗力を与えるために、ネジ溝 2 7 が形成されている部分の外径は、

タンパ一キャップ3 0 の小さい方の内径 r よりも若干大きく形成されてい

る。ただ し、当該ネジ溝 2 7 が形成されている部分の外径は、タンパ一キヤ

ップ3 0 の大きい方の内径 r 2 よりは小さい。

[0024] タンパ一キャップ3 0 は、上述 したように、その内側に設けられた係合部

3 3 と、パイロットスクリュ2 0 の弾性変形部 2 5 い 2 5 _ 2に設けられた

係合部 2 6 —，， 2 6 2 とが係合 した状態でパイロットスクリュ2 0 に嵌着さ

れる。また、ネジ溝 2 7 により与えられる抵抗力によって、嵌着状態が強固

になる。この状態で、操作者が手動によりタンパ一キャップ3 0 を回転させ

ると、パイロットスクリュ2 0 はタンパ一キャップ3 0 と同期的に回転する



[0025] タンパ一キャップ3 0 は、図3 に示すように、略円筒形状の本体部 3 1 に

対して突出部 3 2 が形成された構造となっている。この突出部 3 2 の横断面

形状は、一定幅を有する環形状から一部を切り取つたような形状を有してい

る。一方、図2 および図3 に示すように、キヤプレタ 1 0 には、タンパ一キ

ヤップ3 0 の突出部 3 2 を係止させて当該タンパ一キャップ3 0 の回転角度

を一定範囲内に規制するストツバ部材 1 4 が設けられている。そして、タン

パ一キャップ3 0 の突出部 3 2 とキヤプレタ 1 0 のストツパ部材 1 4 とによ

り、タンパ一キャップ3 0 と同期的に回転するパイロットスクリュ2 0 の回

転角度を一定範囲内に規制することができるようになされている。

[0026] 保持部材4 0 は、タンパ一キャップ3 0 がパイロットスクリュ2 0 に嵌着

された後、パイロットスクリュ2 0 の末端部に形成された溝 2 4 に圧入する

ことにより、パイロットスクリュ2 0 とタンパ一キャップ3 0 との係合状態

を保持するためのものである。本実施形態では、保持部材4 0 を球形状とし

ている。そして、保持部材4 0 の直径、つまりパイロットスクリュ2 0 の長

手軸心方向と垂直な方向に対する幅が、弾性変形部 2 5 ，2 5 _ 2が弾性変

形していない状態における溝 2 4 の幅w (図3 および図4 参照）より若干大

きく形成している。

[0027] 上述したように、 2 つの弾性変形部 2 5 ，2 5 _ 2を内側に弾性変形させ

ながらパイロットスクリュ2 0 にタンパ一キャップ3 0 を組み付けて両者を

嵌着させると、係合部 2 6 ，2 6 _ 2と係合部 3 3 とが係合した状態で、弾

性変形部 2 5 ，2 5 _ 2は弾性変形していない状態に戻る。この状態で、 2

つの弾性変形部 2 5 _ 1 5 _ 2の中心部に形成されている溝 2 4 に保持部材

4 0 を圧入する。保持部材4 0 の直径は溝 2 4 の幅w より若干大きく形成さ

れているので、保持部材4 0 を溝 2 4 に圧入すると、 2 つの弾性変形部 2 5 _

, 2 5 _ 2はァ口一ヘッド部が外側に弾性変形する。これにより、弾性変形部

2 5 _ 1 2 5 _2の内側への弾性変形は不能となる。よって、係合部 2 6 ，

2 6 _ 2と係合部 3 3 との係合状態が解かれることはない。

[0028] 本実施形態では、保持部材4 0 の直径、つまりパイロットスクリュ2 0 の



長手軸心方向に対する高さを、溝 2 4 の深さ d (図 4 参照）と略同じとなる

ように形成 している。すなわち、溝 2 4 の中に保持部材 4 0 を圧入した状態

において、弾性変形部 2 5 ， 2 5 _ 2の端部と保持部材 4 0 の端部とが同じ

高さで揃うようにしている。

[0029] 以上詳 しく説明したように、本実施形態による気化器のパイロットスクリ

ュ調整角度規制装置によれば、金属製のタンパ一キャップ3 0 を用いている

ので、樹脂製のタンパ一キャップと比べて、過大な力によって破壊されてし

まう恐れを低減することができる。

[0030] また、本実施形態によれば、パイロットスクリュ 2 0 とタンパ一キャップ

3 0 とが接着剤によって固定されるのではなく、弾性変形部 2 5 ， 2 5 _ 2

に設けられた係合部 2 6 _ 1 6 _ 2 とタンパ一キャップ3 0 に設けられた係

合部 3 3 とによって固定される。さらに、弾性変形部 2 5 ， 2 5 _ 2の中心

部に形成された溝 2 4 に保持部材 4 0 が挿入されることによって、係合状態

が強固に保持される。そのため、過大な力によりタンパ一キャップ3 0 がパ

ィロットスクリュ 2 0 から離脱 してしまう不都合を防止することができる。

また、接着不良や経年劣化により、タンパ一キャップ3 0 がパイロットスク

リュ 2 0 から離脱 してしまう不都合も防止することができる。

[0031 ] 以上により、本実施形態のパイロットスクリュ調整角度規制装置によれば

、パイロットスクリュ 2 0 の回転角度を一定の規制範囲内で調整可能としつ

つも、タンパ一キャップ3 0 がパイロットスクリュ 2 0 に確実に固定されて

脱落 しないようにすることができる。

[0032] また、本実施形態では、保持部材 4 0 の直径を溝 2 4 の幅w より若干大き

く形成 しているので、パイロットスクリュ 2 0 とタンパ一キャップ3 0 とが

係合 した状態で保持部材 4 0 を溝 2 4 に圧入することにより、 2 つの弾性変

形部 2 5 ， 2 5 _ 2が外側に弾性変形する。これにより、弾性変形部 2 5

， 2 5 _ 2の内側への弾性変形が全くできない状態となり、係合部 2 6 ， 2

6 _ 2 と係合部 3 3 との係合状態を強固なものとすることができる。なお、保

持部材 4 0 の直径を溝 2 4 の幅w より若干大きく形成することは必須ではな



いが、 そのようにすることが好 ま しい。

[0033] また、本実施形態では、保持部材 4 0 の直径 を溝 2 4 の深 さ d と略同 じに

形成 したので、溝 2 4 に保持部材 4 0 を圧入することによ り、溝 2 4 に ドラ

ィバ一な どを揷入 して過大な トル クを与えることを行いに くくすることがで

きる。すなわち、本実施形態のような係合構造 を採用 した場合、係合部 2 6 _

, 2 6 _ 2が内側 に橈めるように溝 2 4 を設 ける必要がある。本実施形態では

、 この溝 2 4 を、 これ と高さを揃 えた保持部材 4 0 によって塞 ぐことによ り

、溝 2 4 に ドライバ一な どを揷入 してパイロッ トスク リュ 2 0 を回転 させる

ことを行えないようにすることがで きる。

[0034] また、本実施形態では、パイロッ トスク リュ 2 0 とタンパ一キャップ 3 0

とを接着剤 によって固定 しているわけではないので、 タンパ一キヤップ 3 0

の非破壊性 に大 きな影響 を与える接着剤の塗布量 を生産現場で管理するとい

つた作業 は必要がない。 また、接着剤 によって固定する場合は、接着剤の塗

布工程の後 に乾燥工程が必要 となるが、本実施形態ではこのような複数の作

業工程 は不要である。すなわち、パイロッ トスク リュ 2 0 に対するタンパ一

キャップ 3 0 の組み付 けと、パイロッ トスク リュ 2 0 の溝 2 4 に対する保持

部材 4 0 の圧入だけで作業 は終 了する。 これによ り、同 じ金属製のタンパ一

キャップを用いていた従来技術 に比べて、生産効率が向上するといぅメ リッ

卜も有する。

[0035] なお、上記実施形態では、弾性変形部 2 5 ， 2 5 _ 2が 2 つで、 当該 2 つ

の弾性変形部 2 5 _，， 2 5 _ 2の間における溝 2 4 を略マイナス文字形状 に形

成する例 について説明 したが、本発明はこれに限定されない。すなわち、弾

性変形部 は 3 つ以上であ つてもよい。例 えば、弾性変形部 を 4 つ と し、 4 つ

の弾性変形部の中心部 に略 プラス文字 （+ ) の形状 に溝 2 4 を形成するよう

に してもよい。

[0036] また、上記実施形態では、保持部材 4 0 を球形状 と したが、本発明はこれ

に限定されない。例 えば、保持部材 4 0 の形状 を溝 2 4 の形状 と同 じと して

もよい。 このようにすれば、溝 2 4 に保持部材 4 0 を圧入することによって



溝 2 4 を完全 に塞 ぐことがで きるので、溝 2 4 に ドライバ一な どを揷入 して

パイロッ トスク リュ 2 0 を回転 させることを全 く行えないようにすることが

で きる。

[0037] また、上記実施形態では、矢印形状の係合部 2 6 ， 2 6 _ 2 と段差構造の

係合部 3 3 とによってパイロッ トスク リュ 2 0 とタンパ一キャップ 3 0 とを

係合 させる例 について説明 したが、本発明はこれに限定されない。例 えば、

弾性変形部 2 5 _ 1 5 _ 2のシャフ 卜部の外側面 に設 けた凹部 または凸部 と

、 タンパ一キャップ 3 0 の内壁面 に設 けた凸部 または凹部 とによって係合部

を構成するように してもよい。ただ し、上記実施形態で説明 した構造の方が

、係合状態が強固で、 タンパ一キヤップ 3 0 がパイロッ トスク リュ 2 0 か ら

脱落 しに くくなる点で、 よ り好 ま しい。

[0038] また、上記実施形態では、 タンパ一キャップ 3 0 に設 けた突出部 3 2 の横

断面形状 を、一定幅 を有する環形状か ら一部 を切 り取 つたような形状 とする

例 について説明 したが、本発明はこれに限定されない。例 えば、棒状の突起

部 を 2 つ設 ける構造 と してもよい。

[0039] その他、上記実施形態は、何れも本発明を実施するにあた っての具体化の

—例 を示 したものに過 ぎず、 これによつて本発明の技術的範囲が限定的に解

釈 されてはな らないものである。すなわち、本発明はその要 旨、 またはその

主要な特徴か ら逸脱することな く、様 々な形で実施することがで きる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 気化器のパイロッ 卜アウ トレツ 卜孔の開口面積 を螺動調整するパイ口

ッ トスク リュの調整角度 を一定範囲内に規制するパイロッ トスク リュ

調整角度規制装置であ って、

上記パイロッ トスク リュに嵌着 し、上記パイロッ トスク リュを同期

的に回転 させる金属製のタンパ一キヤップと、

上記 タンパ一キヤップは突出部 を有 し、上記突出部 を係止させて当

該 タンパ一キヤップの回転角度 を上記一定範囲内に規制するス 卜ツバ

部材 と、

上記パイロッ トスク リュと上記 タンパ一キヤップとの係合状態 を保

持するための保持部材 と、

上記パイロッ トスク リュの長手軸心方向の末端部 において、 中心部

に溝が形成 されるように立設 され、上記長手軸心方向 と垂直な方向に

弾性変形可能な複数の弾性変形部 とを備 え、

上記弾性変形部 および上記 タンパ一キャップには、上記パイロッ 卜

スク リュと上記 タンパ一キャップとを互いに係合する係合部が設 け ら

れ、

上記パイロッ トスク リュに上記 タンパ一キヤップを嵌着 させた状態

で、上記複数の弾性変形部の中心部 に形成 されている上記溝 に上記保

持部材 を圧入することで、上記弾性変形部の弾性変形 を不能 とするよ

うに構成 されていることを特徴 とする気化器のパイロッ トスク リュ調

整角度規制装置。

[ 請求項 2 ] 上記保持部材の上記長手軸心方向 と垂直な方向に対する幅が、上記弾

性変形部が弾性変形 していない状態 における上記溝の幅 よ り大 きく形

成 されていることを特徴 とする請求項 1 に記載の気化器のパイロッ 卜

スク リュ調整角度規制装置。

[ 請求項 3 ] 上記保持部材の高さが上記溝の深 さと略同 じに形成 されていることを

特徴 とする請求項 1 に記載の気化器のパイロッ トスク リュ調整角度規



制装置。
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